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各種補助金交付要綱 改正等

平成25年の学校法人会計基準の改正を中心に、平成23年の
個人から学校法人への寄附を促進するための税額控除制度改正、
各種補助金交付要綱の改正等、最新の私学関係法令を満載！

制度の改正が行われています。そこで、本書
を最新の内容に改めるとともに、掲載事項の
見直しも含めた内容の充実を図り、ここに第
十五次改訂として刊行することといたしまし
た。
　本書が、私立学校行政関係者、学校法人関
係者等、幅広い方々の利用に役立つことがで
きれば幸いです。
　平成26年3月

私学法令研究会

　本書は、昭和43年の創刊以来、私学関係者
に広くご利用をいただき、好評のうちに数次
の改訂を行ってまいりました。
　第十四次改訂第二版は平成21年2月に改訂
しましたが、その後大幅に改正された学校法
人会計基準（平成25年4月）を中心に、公立高
等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等
就学支援金の支給に関する法律の制定（平成
22年3月）とその改正（平成25年12月）、個人
から学校法人への寄附を促進するための税額
控除制度改正（平成23年6月）など、重要な法

★私学関係者のためのハンディな法令集―多岐にわたる法令のなかから私学関係者に
必要な法令、通達および行政実例を精選し、「教育基本」、「学校教育」、「私立学校」、「学
校法人会計」、「私学助成」、「私学関係の税制」、「日本私立学校振興・共済事業団」、「関係
法令」の８編に分類して編さんしています。

★各編ごとに簡便な解説を登載―利用の便を図るため、各編の最初にその編を要約した
簡単な解説を加えています。

★基本法には各条ごとに参照注記―基本法である学校教育法、私立学校法には、各条
ごとに他の法令条文との関連を明らかにするため、必要な参照注記を付しています。

私学必携 第　次十五

本書の特色

私学必携<第十五次改訂>の刊行にあたって

改　訂

私学法令研究会 監修　　B6判・2,426頁・定価　本体5,600円＋税
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